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№ 担当課
問合せ先
（直通）

業務名 契約業者名
契約金額

（税込）（円）
契約日 随意契約の理由及び根拠法令

随意契約の
種別

備考

1 産業企画課 228-7414 地域産業経営動向調査業務 堺商工会議所 1,308,426 R7.4.1

本調査は、市内事業所の経営動向の実態を把握する調査であり、調査結果は、本市産業振興政策
の基礎資料となる重要なものであり、経済情勢が及ぼす市内事業所への影響については経年変化
の比較が必要不可欠である。そのような中、堺商工会議所は、商工会議所法に基づき、市内におけ
る商工業の総合的な改善発達を図ることを目的に設立された公益法人であり、市内で唯一、経済動
向調査を実施していた実績から、本業務に必要な専門知識や手法を有しており、これまでも会員企
業からの協力を得て、50%を超える高い回収率を有していることから、本調査を円滑かつ効果的に進
めることが可能である同法人に委託する。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

2
イノベーション
投資促進室

228-7629
創業・スタートアップ創出育成支
援および交流促進業務

株式会社
さかい新事業創造ｾﾝﾀｰ

94,498,800 R7.4.1

本業務は、新事業の創出に取り組む企業に対する各種支援や新たなイノベーションを創出するため
の交流・共創促進する業務であり、堺産業戦略の重点施策に位置づけられている重要政策の一つで
ある。
　新事業の創出に取り組む創業間もない企業や創業予定者等に対する支援では、オフィス等の事業
スペースと多角的な経営支援サービスが一体的に提供されることが重要であるため、本業務ではイ
ンキュベーション施設入居者に対する経営支援サービスの実施により成長を促すとともに、その前段
階である起業家の発掘や起業に向けた支援を実施し、さらには、スタートアップが行う新たなビジネ
ス提案の実証事業に必要な支援を行う。
　また、新たな価値を創出するイノベーションの連続的な創出に向け、S-Cubeでの交流拠点整備とあ
わせ、起業家・スタートアップ企業・支援者やステークホルダー等が集まり、ビジネスアイデアや地域
課題などを通じた交流・共創が生まれるコミュニティの運営を行う。
　さかい新事業創造センターは、中小企業等経営強化法（旧：新事業創出促進法）に基づき、新事業
の創出促進等による地域経済の活性化を目的とし、創業間もない企業や創業予定者等に対する各
種支援を実施する機関として本市の出資により設立された法人であり、インキュベーション施設を所
有するとともに起業・創業に関する経営支援のほか新ビジネスの創出や起業家の発掘・育成を行う
体制を整えた市内で唯一の法人である。
　また、さかい新事業創造センターで実施される支援事業は、産業競争力強化法第127条第１項の規
定に基づき、経済産業大臣並びに総務大臣から本市が認定を受けている創業支援計画に位置づけ
られている。
　以上のことから、本市政策目的を達成するために株式会社さかい新事業創造センターと随意契約
することとする。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

3 地域産業課 228-8814
小規模企業高度化及び経営安
定化指導相談業務

堺商工会議所 8,496,000 R7.4.1

本業務は、市内商工業の中で、特に小規模事業所の経営改善に資するための相談窓口を設置し、
経営に関する諸問題の解決及び指導に取り組み、小規模事業所の健全な発展と振興を図るため、
創業・経営、税務・経理・事業承継、法律、労務管理等の相談業務を行うもの。
堺商工会議所は、商工会議所法に基づき、市内における商工業の総合的な振興及び発展を図るこ
とを目的に設立された団体であり、従来から商工業に関する法律、経営等の相談及び指導を行って
おり、専門的知識を有している。
以上のことから本業務の目的達成のためには最も適しているため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

4 地域産業課 228-7534 融資相談等受付窓口業務
公益財団法人
堺市産業振興センター

11,304,304 R7.4.1

本業務は、市内中小企業者の資金調達を迅速かつ円滑に行うため、公的かつ公平な立場から融資
相談等受付窓口を行う業務である。
公益財団法人堺市産業振興センターは、中小企業支援法の趣旨に鑑み、中小商工業者等の経済活
動の円滑化と、企業の経営や財務の安定化を推進し、堺市及び南大阪地域の地場産業をはじめと
する中小企業の振興を図ることを目的に、本市により設立された公益財団法人である。当該公益財
団法人は、堺市中小企業振興資金融資をはじめとした本市制度融資の信用保証（取扱金融機関に
対して中小企業者の債務を保証する）業務を行っているため、本市制度融資を利用する際に、融資
相談から信用保証までの手続きを一貫して行えることから、最も効率よく目的を果たすことができる。
また、本市の制度融資を熟知したうえで、国及び府の制度融資や、民間金融機関の融資の仕組みな
ど、融資の広範な相談を公的かつ公平な立場から行うことができる市内で唯一の法人であることか
ら、当該公益財団法人に委託することが最も適している。
以上のことから、当該業務は業務の性質・目的が競争入札に適さず、公益財団法人堺市産業振興セ
ンターに一者随契するものである。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契



5 雇用推進課 228-7404 地域就労支援センター運営業務
公益財団法人
堺市就労支援協会

18,303,120 R7,4,1

本業務は、市内在住の障害者、ひとり親家庭の親、中高年齢者等の就職困難者に対応する雇用・就
労相談や職業能力開発講座等を実施する業務である。
就職困難者の中には就労に対する意欲がありながら、さまざまな阻害要因を抱えているため、民間
企業での勤務に対する不安を持っているなどの理由により、就労に踏み出せない者がいる。行政とし
て、当該就職困難者に対して、将来的に安定した就労を実現するための準備としての「働く場」や「教
育・研修の場」の提供を通じて、民間企業等への雇用促進を図る必要がある。
　公益財団法人堺市就労支援協会は、「市民の就労促進、市民相互のコミュニケーションの場づく
り、同和問題をはじめあらゆる人権問題の解決、地域振興」を目的として本市が設立し、就職困難者
に対する就労訓練と就職支援のノウハウ、実績を持つ唯一の団体であり、「民間企業等への雇用促
進」という業務目的を達成するためには、当該団体への発注を通じて業務履行することが最も適して
いる。また、就労訓練を希望する者に対して、本市等からの受託事業である比較的軽易な作業に従
事させることが可能であり、相談から就労訓練までの一体的な就労支援を実施することができる。以
上のことから、本業務は性質・目的が競争入札に適さず、公益財団法人堺市就労支援協会に随意契
約するものである。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

6 農水産課 228-6971 有害鳥獣捕獲業務
一般社団法人
大阪府猟友会

― R7.4.1

　当該業務は、猟具（わな）を使用してイノシシ等を捕獲するため、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟
の適正化に関する法律に基づく狩猟免許〔わな猟〕を有する者のみが業務遂行可能である。捕獲さ
れたイノシシ等の「止め刺し」においては猟銃の使用が必要な場合もあり、狩猟免許〔猟銃〕を有する
者にこれを行わせる必要がある。また、捕獲現場においては、現地調査・わな設置・撒餌による誘
引・見回り・捕獲実施・止め刺しなど、多くの作業量が要求され、複数体制でこれらを行う必要があ
る。当該法人は対象地域の地形、現地に生息する有害鳥獣の活動状況などを熟知している大阪府
下の狩猟免許〔わな猟・猟銃〕保持者を多数会員に持つ唯一の団体であるため、他の者では履行で
きない。当該法人は対象地域の地形、現地に生息する有害鳥獣の活動状況などを熟知している大
阪府下の狩猟免許〔わな猟・猟銃〕保持者を多数会員に持つ唯一の団体であるため、他の者では履
行できない。（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契

総価契約分
3,443,000円
単価契約分
7,000円/頭
ほか

7 農業土木課 228-6972
泉北ニュータウン地区ため池等
巡視業務

公益財団法人
堺市就労支援協会

8,680,045 R7.4.1

　本業務は業務を活用して市内在住の就労困難者に対する就労訓練を実施するものであり、当業務
の目的を達成するためには、本市の雇用情勢や就労困難者の状況に精通し、就労困難者に対する
就労訓練や就労支援の実績・ノウハウを有する唯一の団体である公益財団法人堺市就労支援協会
を通じて就労支援を行うことが最も適している。以上のことから、本業務は性質・目的が競争入札に
適さず、当該業者に随契契約を行うものである。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

1者随契


